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  第２節 応急措置等の実施 

 

 町は、武力攻撃事態が発生し、又はまさに発生しようとしている場合において、緊

急の必要があると認めるときは、他の機関との連携のもと、自らの判断に基づき、退

避の指示、警戒区域の設定、消火・救助・救急活動など、応急措置等を実施する。 

 この場合、町は、武力攻撃災害への対処措置に従事する職員について、必要な情報

の提供や防護服の着用等、安全の確保のための措置を講ずる。 

《図：武力攻撃災害への対処》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 緊急通報（前掲 p.55） 

 

２ 退避の指示（前掲 p.57） 
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３ 警戒区域の設定 

 町長は、武力攻撃災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合において、

住民からの通報内容、関係機関からの情報提供、助言等から判断し、住民の生命又

は身体に対する危険を防止するため特に必要があると認めるときは、警戒区域の設

定を行う。  

(1) 設定者 

設定者 警戒区域を設定する要件 

町 長 
当該武力攻撃災害による住民の生命又は身体に対する

危険を防止するため「特に」必要があると認めるとき 

知 事 

当該武力攻撃災害による住民の生命又は身体に対する

危険を防止するため「緊急の」必要があると認めると

き 

警察官 

海上保安

官 

・町長若しくは知事による警戒区域の設定を待ついと

まがないとき 

・町長若しくは知事から要請があったとき 

自衛官 

武力攻撃災害が発生し、 

   又は 

まさに発生しようと 

している場合 

上記の者すべてがその場にいない場合に限る 

 

 (2) 設定方法 

ア 町長は、警戒区域の設定に際しては、町対策本部に集約された情報のほか、

府警察、海上保安部等、自衛隊からの助言を踏まえて、その範囲等を決定する。

また、事態の状況の変化等を踏まえて、警戒区域の範囲の変更等を行う。 

 ＮＢＣ攻撃等により汚染された可能性のある地域については、専門的な知見

や装備等を有する機関に対して、必要な情報の提供を求め、その助言を踏まえ

て区域を設定する。 

イ 警戒区域の設定にあたっては、ロープ、標示板等で区域を明示する。 

ウ 警戒区域を設定したとき、又は警戒区域の設定を変更し、若しくは解除をし

た場合は、広報車等を活用し、住民に広報、周知する。 

エ 警戒区域内には、必要と認める場所に職員を配置し、府警察、海上保安部等、

消防機関等と連携して、武力攻撃災害への対処に関する措置を講ずる者以外の

者に対し、当該区域への立入りを制限し、若しくは禁止し、又は当該区域から

の退去を命ずる。 

オ 町長は、知事、警察官、海上保安官又は自衛官から警戒区域の設定を行った

旨の通知を受けた場合は、警戒区域を設定する理由、設定範囲等について情報

の共有を図り、警戒区域設定に伴い必要な活動について調整を行う。 

４ 消火・救助・救急活動 

町・消防機関は、府、府警察及び海上保安部等などと相互に連携を図りつつ、安
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全の確保に十分留意したうえで、迅速かつ的確に、消火・救助・救急活動を実施す

る。  

 (1) 町が行う措置 

町長は、消防機関による武力攻撃災害への対処措置が適切に行われるよう、武

力攻撃等や被害に関する情報の早急な把握に努めるとともに、効率的かつ安全な

活動が行われるよう必要な措置を講じる。 

 (2) 消防機関の活動 

消防機関は、その施設及び人員を活用して、国民保護法のほか、消防組織法、

消防法その他の法令に基づき、武力攻撃災害から住民を保護するため、消防職員

及び消防団員の活動上の安全確保に配慮しつつ、消火活動及び救助・救急活動等

を行い、武力攻撃災害を防除し、及び軽減する。 

この場合において、消防本部及び消防署は、その装備・資機材・人員・技能等

を活用し武力攻撃災害への対処を行うとともに、消防団は、消防長又は消防署長

の所轄の下で、消防団が保有する装備・資機材等の活動能力に応じ地域の実状に

即した活動を行う。  

ア 災害発生状況の把握 

高所見張り、ヘリコプター、高所カメラ等を通じて被災状況の早期把握に努

め、関係機関への情報伝達に努める。 

イ 応急活動 

(ｱ) 消火活動 
ａ 初動体制を確立し、災害態様に応じた部隊配備を行い、武力攻撃災害の状

況、道路状況、建物状況、延焼状況等を勘案し、消火活動を実施する。 

ｂ 延焼動態から、避難者に火災の危険が及ぶおそれのある場合は、延焼阻止

線の設定など、効率的な消防隊の運用を行い、火災の鎮圧に努める。 

(ｲ) 救助・救急活動 
ａ 府警察及び関係機関との密接な連携のもと、人命救助活動や行方不明者の

捜索を実施するとともに、医療機関と連携した救急活動を実施する。  

ｂ 延焼火災及び救助・救急事案が同時に多発している場合は、延焼火災現場

での人命救助活動を優先するなど、救命効果の高い活動を実施する。  

 (3) 相互応援 

ア 町長は、当該町の区域内の消防力では十分に消火・救助・救急活動が実施で

きない場合、負傷者を搬送するためヘリコプター等が必要な場合、又は資機材

が必要な場合は、知事又は他の市町村長に対し、相互応援協定等に基づく消防

の応援要請を行う。 
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イ 町長は、上記アによる消防の応援のみでは十分な対応が取れないと判断した

場合又は武力攻撃災害の規模等に照らし緊急を要するなど必要と判断した場合

は、緊急消防援助隊の編成及び施設の整備等に係る基本的な事項に関する計画

及び緊急消防援助隊運用要綱に基づき、知事を通じ又は、必要に応じ、直接に

消防庁長官に対し、緊急消防援助隊等による消火活動及び救助・救急活動の応

援等を要請する。 

ウ 町長は、消防に関する応援要請を行ったとき及び消防庁長官の指示により緊

急消防援助隊の出動に関する指示が行われた場合、これらの消防部隊の応援が

円滑かつ適切に行なわれるよう、知事と連携し、出動部隊に関する情報を収集

するとともに、進出拠点等に関する調整や指揮体制の確立を図るなど消防の応

援の受入れに関して必要な事項の調整を行う。 

エ 町長は、消防機関とともに、搬送先の選定、搬送先への被害情報の提供、ト

リアージの実施等について医療機関と緊密な連携のとれた活動を行う。また、

海水を利用した消火活動を実施する場合は、必要に応じ、海上保安部等に応援

を要請する。 

オ 町域が被災していない場合、町長は、被災市町村長からの要請又は相互応援

協定、知事又は消防庁長官からの指示に基づき、速やかに応援を行う。町域が

被災している場合において、町は、火災の状況、地理、水利の情報を応援市町

村に対して提供する。 

 (4) 安全の確保 

ア 町長は、消火活動及び救助・救急活動等を行う要員に対して、二次被害を生

じることがないよう国の現地対策本部及び府対策本部等からの情報を町対策本

部に集約し、全ての最新情報を提供するとともに、府警察等との連携した活動

体制を確立するなど、安全の確保のための必要な措置を行う。 

イ 町域が被災していない場合、町長は、被災市町村長からの要請又は相互応援

協定、知事又は消防庁長官からの指示に基づき応援を行うときは、武力攻撃の

状況及び予測、武力攻撃災害の状況、災害の種別、防護可能な資機材、設備、

薬剤等に関する情報を収集するとともに、出動する要員に対し情報の提供及び

支援を行う。 

ウ 消防団は、施設・装備・資機材及び通常の活動体制を考慮し、災害現場にお

いては、消防本部と連携し、その活動支援を行なうなど団員に危険が及ばない

範囲に限定して活動する。 

エ 町長若しくは消防長又は水防管理者は、特に現場で活動する消防職員・消防

団員、水防団員等に対し、必ず特殊標章等を交付し着用させる。 
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 (5) 関係機関による連絡会議の開催 

町は、府、府警察、海上保安部等及び自衛隊の部隊等と、相互に連携した救助・

救急活動が実施できるよう、情報連絡を緊密に行うとともに、活動区域や役割分

担等の調整を図るため、必要に応じて、府と調整のうえ、連絡会議を開催する。 

なお、町は、救助・救急活動以外の国民保護措置の実施にあたっても、必要に

応じ、連絡会議の場を活用するなどして、現場における関係機関との情報連絡を

緊密に行う。 

 (6) 住民への協力要請 

町長若しくは消防吏員その他の町の職員は、当該町の区域に係る武力攻撃災害

が発生し、又はまさに発生しようとしている場合において、消火、負傷者の搬送、

被災者の救助その他の武力攻撃災害への対処に関する措置を講ずるため緊急の必

要があると認めるときは、当該町の区域内の住民に対し、その実施に必要な援助

について協力を要請する。 

なお、この要請を行う者は、要請を受けて武力攻撃災害への対処に関する措置

の実施に必要な援助について協力をする者の安全の確保に十分に配慮しなければ

ならない。  


